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（様式第９）                                                    

（１／３） 

 

 

日本ＬＰガス団体協議会 会長殿                           平成２８年１１月２日 

 

平成２８年度石油製品利用促進対策事業費補助金（石油製品利用促進対策事業のうち、

石油ガス災害バルク等の導入に係るもの） 実績報告書 
 

石油製品利用促進対策事業費補助金（石油製品利用促進対策事業のうち、石油ガス災害バルク等

の導入に係るもの） 業務方法書第１８条第１項に基づき、下記のとおり報告します。 

交付決定番号 ○○○○○○○ 
交付決定通知書 

記載額 
○,○○○,○○○円 

 
 
１．補助事業者（補助対象ＬＰガス設備の購入者） 

法
人
名 

フリガナ ダンキョウエネルギーカブシキガイシャ 
 

 

 

法人登録印 

代
表
者
名 

フリガナ ﾀﾞｲﾋｮｳﾄﾘｼﾏﾘﾔｸ ﾀﾞﾝｷｮｳｲﾁﾛｳ 

団協エネルギー株式会社 代表取締役 団協 一郎 

所
在
地 

郵便番号 フリガナ トウキョウト ミナトク ○○○ ６－５－４ 

○○○ ― 
東京 

 

都・道 

府・県 
港区○○○６－５－４ 

○○○○ 

電話番号 03-5678-△△△△ ＦＡＸ 03-567７-△△△△ 

 

業務方法書第３条第２号に規定する中小企業者 

 

である。           ではない。 

リース業が定款に掲げられているか（掲げられていないのに、リース

をした場合は、補助金の対象外となります） 
 

いる。           いない。 

設

置

先 

名称 

フリガナ ダンキョウエネルギーカブシキガイシャ チュウブシテン 

代表

者名 

フリガナ シテンチョウ ダンキョウジロウ 

団協エネルギー株式会社 中部支店 支店長 団協 次郎 

種別 

 

1  新築 

 

2  既築 

業務方法書第４条第２項第３号に記載されている 

①に係わる施設（                       ） 

②に係わる施設（                       ） 

③に係わる施設（ 事務所                  ） 

住所 

郵便番号 フリガナ アイチケン ○○シ ○○チョウ ４－２－８ 

○○○ － 
愛知 

 

都・道 

府・県 
○○市○○町４－２－８ 

○○○○ 

担当者名 ○○課長 ○○ ○○ e-mail ○○○＠○○○.○○.○○ 
 
２．補助金の振込先について【補助事業者の本人名義】 

金融機関名 四菱ＵＤＤ銀行 支店名 虎間支店 

預金種別 
 

口座番号 1 2 3 4 9 8 7 

口座名義（漢字） 口座名義（カナ） 

団協エネルギー株式会社 代表取締役 団協一郎 ダンキョウエネルギー（カ ダイヒョウトリシマリヤクダンキョウイチロウ 

交付決 

定通知 

書に記 

載連絡 

した番 

号、金額 

を記載 

の事 申請書と同じ印鑑を押印の事 

捨印 

（法人登録印） 

１．普通  ２．当座 
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印 

 
（様式第９）                                                    （２／３） 

３．補助対象ＬＰガス設備の管理者 

法
人
名 

フリガナ   

 

 

法人登録印 

代
表
者
名 

フリガナ  

  

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

担当者名 ○○課長 ○○ ○○ e-mail ○○○＠○○○.○○.○○ 

※補助事業者と管理者が同一の場合は記入不要です。 

４．手続代行者ついて（手続きを代行するものがいる場合のみ記載する） 

法
人
名 

フリガナ   
担
当
者
名 

フリガナ  

  

所
在
地 

郵便番号 フリガナ  

 － 
 

都・道 

府・県 
 

 

電話番号  ＦＡＸ  

e-mail  販売登録番号  

 

５．実施した補助事業の概要 

（１）概要 
 

当社は、災害等発生時に社員並びに近隣の避難者に対してライフラインの確保を目的として、中部支店の自社ビル敷地内

に、日団協が指定した石油ガス災害バルク貯槽（指定型番○○○○、１,０００kg×１基）、発電・照明ユニット及び燃焼機器

（炊出し）ユニットを自ら購入して設置した。 

（２）石油ガス災害バルク等の明細 

①ＬＰガス発電・照明ユニット 発電機：○○株式会社製  型番○○○○×１基 

照明：○○株式会社製   型番○○○○×１基 

②ＬＰガス燃焼機器ユニット  炊出しセット：○○株式会社製   型番○○○○×１台 

 

６．補助金の額 

（１）補助事業に要した経費 ６,０００,０００円（税抜） 

（２）補助対象経費 ５,５００,０００円（税抜） 

（３）補助金の額 ２,７５０,０００円（税抜） 

 必ず日団協の指定一覧に 

記載された番号を記入 

 リースの場合に利 

用者を記入 

 

 個人印不可。登録印以外の 

社印で可。 
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（様式第９）                                                    （３／３） 

 

７．補助事業に要した経費、補助対象経費及び補助金の額（全て税抜金額） 

項 目 
補助事業に 

要した経費 
補助対象経費 補助率 補助金の額 

① 設備費 ５,５００,０００円 ５,３００,０００円 

 

 

 

② 設置工事費 ５００,０００円 ２００,０００円 

合 計 

(1)※ 

６,０００,０００円 

(2)※ 

５,５００,０００円 

1/2 

又は 

2/3 

（３）※ 

２、７５０,０００円 

※６．の(1)、(2)及び(３)と一致させること。 

 

８．補助事業の開始及び完了日 

 

開始日 

 

 

平成２８年７月２８日 

 

 

完了日 

 

 

平成２８年１０月３０日 

 
※「開始日」とは、補助対象である設備及び設置工事を最初に契約（発注）した日とする。 

※「完了日」とは、補助対象である設備の導入及びその設置工事が終了し、その支払を完了させた日とする。 

 

９．確認事項（いずれかに○） 

（１）本事業に関し、他の国庫補助金を受けている 
（他の国の補助金を受けている場合は申請できません） 

 

はい   ・   いいえ 

（２）本事業に関し「補助事業者自身・子会社・関連会社」

の有無 
（本事業に関し、補助事業者自身・「出資比率１５％以上の会

社」を工事請負契約者又は資材購買契約者の対象とする場

合は、業務細則第１３条に規定する利益排除を行わねばなり

ません） 

 

 

有り  ・   無 

（３）業務方法書第７条の各号の規定に該当する者(法人に

あってはその役員)ではない。 
(該当する場合にはそもそも申請ができません) 

 

はい   ・   いいえ 

                                                

赤字は記入例であり、黒字 

で記入すること 


